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×

整 理 番 号 901 事業区分 ソフト事業

令和 ４ 年度・政策評価調書（個票）
所 管 部 局 会計管理

所管課 ( 室 ) 会計課

予算事業番号 16500 予算事業名 会計管理費 評 価 区 分 途中評価 担 当 班 会計班

政 策 _3.質の高い行政運営 款 （ 名 称 ） 2 総務費

施 策 — 項 （ 名 称 ） 1 総務管理費

× 該当なし

予
算
事
業
の
概
要

【課題及びその解決策】 【予算事業の内容】

①課題・背景
　指定金融機関である十八親和銀行から要望事項が矢継ぎ早に出され、金融機関を取り
巻くマイナス金利や人口減少による地域経済の縮小等厳しい状況、また県内他市及び県
外の動向を勘案すると公金関連手数料の有料化は承諾せざるを得ない。令和4年度から
派出行員1名減、派出手数料の支払いと派出業務標準化（支出命令書への出納印廃止、
支出額集計廃止等）に応じている。総務省は、税公金収納にQRコードを導入し、紙ベー
ス・対面ベース・現金ベースの非効率・高コストな事務取扱を見直す方向である。

②解決策
　市としては窓口収納手数料を令和5年4月から新たに負担し、現在同様の収納事務の質
を低下させないように努める。また、口座データ伝送をISDN回線からLGWAN接続へスムー
ズに切替られるように努める。

①事業の目的
　銀行側の要望に応諾し、今までと変わらない体制をとる事で、サービスを低下させること
なく市税や使用料等の正確な収納管理を円滑に行うことができる。
②事業の対象
　市民
③事業の概要
　・窓口収納手数料・・・金融機関の窓口（会計課窓口で派出行員が収納するものを含
む。）で納められた税金等の納付書１枚につき33円（税別）の負担。
　・口座データ伝送手数料（AnserDATAPORT)・・・現在のISDN回線の終了に伴い、後継回
線としてLGWAN接続を利用する。金融機関毎に導入時の初期費用（55,000円）と月間基本
料（5,500円～22,000円）を負担する。
　・税公金OCR業務委託のADP切替対応費用・・・現在のISDN回線の終了に伴い、後継回
線AnserDATAPORTへの切替対応費用として、4,394,500円を負担する。

施 策 細 分 — 目 （ 名 称 ） 4 会計管理費

重点ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 該当なし
根拠計画等

総合戦略該当

総
合
計
画

基 本 柱 _8.協働行政
予
算
科
目

会 計 区 分 一般会計

令和４年度（本年度）

当初予算額 決算見込額

予算事業費（千円） 62,627 3,200 2,248 2,158 4,267 4,267

区分 期間内計
令和元年度
実績額

令和２年度
実績額

令和３年度
実績額

　物件費（旅費、需用費、委託料、使用料賃借料など） 62,627 3,200 2,248 2,158 4,267 4,267

　人件費（報酬、給料、職員手当等、共済費など） 0

　その他（扶助費・積立金など） 0

　補助費等（報償費、負担金補助及び交付金など） 0

納付書OCR処理手
数料等2,152千円
派出手数料1,650
千円　他

0

財源内訳 補助金等の名称 補助率

国庫支出金

地 方 債 0

県 支 出 金 0

一 般 財 源 62,627 3,200 2248 2,158 4,267 4267

年 度 別 事 業 内 容

その他特財 0

納付書OCR処理手
数料等2,152千円
派出手数料1,650
千円　他

納付書OCR処理手
数料等1,918千円
他

納付書OCR処理手
数料等1,869千円
他

納付書OCR処理手
数料等1,783千円
他

令和９年度 令和１０年度区分 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

成果状況の説明（左の状況となった／なっている要因等）

毎年

- -

年 度 別 事 業 内 容

特定財源の状況
一般財源のみ

予
算
事
業
の
数
値
目
標

活動指標名 納付書による窓口収納件数（年間） 指標の単位 件（実績のみ）

指標の根拠（説明）

納付書OCR処理手数料・

派出手数料

窓口収納手数料
口座伝送手数料
税公金OCRのADP対応手数
料

納付書OCR処理手数
料・
派出手数料
窓口収納手数料
口座伝送手数料

納付書OCR処理手数
料・
派出手数料
窓口収納手数料
口座伝送手数料

納付書OCR処理手数
料・
派出手数料
窓口収納手数料
口座伝送手数料

納付書OCR処理手数
料・
派出手数料
窓口収納手数料
口座伝送手数料

納付書OCR処理手数
料・
派出手数料
窓口収納手数料
口座伝送手数料

事
業
費

窓口収納件数（納付書）を削減することにより、収納事務の軽減を図る。

基準目標値（ベンチマーク）と前年
度末までの達成・進展状況

目標年度 目標値 成果比率

区
分

- #VALUE!
各事業担当課における口座振替による納入やコンビニ収納の導入等により、前年度と比較し、納付書枚
数の削減が図られた。

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度

目標値 - - - -

年度区分 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

- - -

年次達成率 #VALUE! #VALUE! #VALUE!

実績値 139,540 134,735 128,550 変更前の目標
値（変更理由）
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平成 18 年度 ～ 令和 未定 年度

平成 年度 ～ 令和 年度

平成 年度 ～ 令和 年度

平成 年度 ～ 令和 年度

平成 年度 ～ 令和 年度

平成 年度 ～ 令和 年度

【添付資料】

予算事業名 会計管理費 事業区分 ソフト事業整 理 番 号 901

令和6年度
計画額

令和7年度
計画額

令和8年度
計画額

令和9年度
計画額

令和10年度
計画額1 当初予算 決算見込額

予
算
事
業
を
構
成
す
る
個
別
事
業

番
号

個別事業名
個別事業数 令和4年度 令和5年度

計画額

02

会計管理費
4,267 4,267

事業期間

事業概要 地方自治法や会計規則等に基づく適正な収納・支出処理や公金管理運用を行う。
実施機関
評価

実施機関
評価

評価の
理由

拡充
評価の
理由

評価の
理由

令和５年度から、指定金融機関への窓口収納手
数料と、データ伝送サービスの費用が新たに発生
する。

事業期間

事業概要
実施機関
評価

評価の
理由

事業期間

事業概要

事業概要
実施機関
評価

事業期間

事業概要
実施機関
評価

評価の
理由

事業期間

事業期間

事業概要
実施機関
評価

評価の
理由

D．縮小
（個別事業の廃止・縮小）

E．廃止
（予算事業の廃止・完了）

予
算
事
業
に
お
け
る
次
年
度
に
向
け
た
方
向
性

所管課におけ
る方向性
（自己評価）

Ａ．新規
（予算事業の新設）

B．継続実施
（全体として現状維持）

　指定金融機関は令和5年度から予定されている地方税統一QRコードの導入を見据え、紙ベース・対面ベースの事務取扱を見直す方針であるが、今まで通り金融機
関の窓口で納められる市民の方のサービスを低下させないために、金融機関が新たに新たに要望される窓口収納手数料を負担する。水道使用料のコンビニ収納が
可能になれば、納付書取扱件数も少し減る見込みはある。
　また、総合振込・給与振込・口座振替等の口座データ伝送について、現在使用しているISDN回線が令和5年12月に廃止になるため、後継回線としてLGWN接続に切
り替える予定であるが、各金融機関につき初期費用と月間手数料が発生する。初期費用は切替時1回のみであるため、次年度からは必要ない。同じく、税公金OCR業
務を十八親和銀行へ委託しているが、AnserDATAPORTへ切り替えるためのシステム構築対応費用をR5年度のみ負担する。

D．縮小
（個別事業の廃止・縮小）

E．廃止
（予算事業の廃止・完了）

総合評価
（市長評価）

Ａ．新規
（予算事業の新設）

B．継続実施
（全体として現状維持）

○
C．改善・拡充

（個別事業の新設・拡充）

○
C．改善・拡充

（個別事業の新設・拡充）

　デジタル化の進展と国の金利政策によって現金払いの取扱いのコストが高くなっている現状を鑑みれば、窓口収納で人の手を使って現金を扱わなければならない金
融機関側の申し出にも一定理解ができるが、自治体としては全国的に同様の課題を抱えていることから、県内で歩調を合わせるとともに、出遅れることがないよう対応
を進めることとする。
　システム改修に関しても必要な経費としてやむを得ないものとし、令和5年度に必要額を計上することとする。


